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1.はじめに 当社及び当社事業の位置づけ INTRODUCTION OUR COMPANY AND BUSINESS PLACE 

1) 会社概要    

 味の素グループは、世界一のアミノ酸メーカーとしての高品質アミノ酸の独創的な製法・利用法の開発を通じて

事業領域を拡大し、国内外で「食品事業」、「アミノサイエンス事業」を柱とした幅広い事業を展開しています。 

 

■ 味の素グループの主な事業割合 

 

 

※事業利益・・・・当社が経営管理のため独自に定義した利益指標。売上高-売上原価―販売費、研究開発費及び一般管理費+持分法による損益 

 

 主な事業内容 

 調味料、栄養・加工食品 

・ 調味料事業では、うま味調味料「味の素®」をはじめ、家庭の味を支える風味調味料、スマートな調理をサ

ポートするメニュー用調味料等の製品を、130 超の国・地域で提供しています。現地の生活者の嗜好に合

うおいしさや栄養改善に貢献しています。 

・ 栄養・加工食品事業では、スープ、飲料、即席麺等即食・個食・健康ニーズに応えた食品や、医療系ルー

トへの提供を含めた栄養補助食品の事業を展開しています。グローバルなライフスタイルの変化に対応

し、生活者のこころとからだの健康に貢献しています。 
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 国内の代表的な製品 

 

 

 海外の代表的な製品 

現在、売上規模の大きい東南アジア、南米を中心に各国・地域の食生活や食文化に応じたカテゴリー展

開を行いつつ、トルコ及び中東・アフリカなどにおいてはローカルトッププレイヤーとの連携により新地域開

拓を進めています。 

 

 

 ソリューション＆イングリディエンツ（S&I） 

S&I 事業では、生活者ニーズに基づく顧客（食品メーカー、中食・外食産業）の課題解決に貢献する製品・

サービスをグローバルに展開しています。独自素材を基軸にして、香気、呈味、食感を統合活用した「おい

しさ設計技術®」により「おいしさソリューション」を提供しています。 

 代表的な製品 

 

 

 冷凍食品 

冷凍食品事業では、主に日本・北米・欧州において、ギョーザや米飯等のアジアンカテゴリーを中心とした

製品を展開しています。おいしさにこだわりながら、生活者の簡便・時短ニーズや健康ニーズに応えていま

す。 

 国内の代表的な製品 
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 海外の代表的な製品 

米国と欧州で日本食人気の高まりや日式レストランの増加等により、餃子・米飯類に代表されるアジアン冷

凍食品市場が急成長を続けています。その中で当社は、現地の生産基盤と販売網を活かしアジアンカテ

ゴリーにおける圧倒的 No.1 を目指し事業拡大に取り組んでいます。 

 

 

 ヘルスケア  

ヘルスケア事業では、アミノ酸及びアミノ酸をベースとした製品・サービスを、医薬、食品、香粧品等多種多

様な領域の顧客に、グローバルに提供しています。アミノ酸の有する栄養機能、生理機能、呈味機能を活

かして、生活者の QOL 向上、快適な生活をサポートしています。 

 代表的な製品・サービス 

  

 

 電子材料 

「味の素ビルドアップフィルム®」（ABF）（半導体パッケージ用層間絶縁材料）を中心に、グローバルに製品

を提供しています。主にパソコン用途、データセンター向けサーバー用途、通信ネットワーク用途に用いら

れており、顧客と共に生活者のより快適な生活をサポートしています。 

 代表的な製品 

 
 

 

2) 味の素グループの経営方針 

(ア) 味の素グループの経営哲学とビジョン 

味の素グループは 1909 年の創業以来、“AND”（融和）の会社です。世界で初めて、アミノ酸のグルタミン酸が

「うま味」の成分であることを発見した池田菊苗博士と、実業家の二代鈴木三郎助が出会い、「日本人の栄養状

況を改善したい」という研究者の志と起業家精神が共存して、味の素グループはスタートしました。この社会価

値と経済価値の両立（“AND”）の精神を、私たちは ASV（Ajinomoto Group Shared Value）として今に引き継い
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でいます。さらに二人は、「おいしさか栄養か（OR）」ではなく、おいしく食べることも栄養も両方重要だという、明

確な“AND”のビジョンを持っていました。二人の想いは、私たちが大切にしている“Eat Well, Live Well.”の原

点であり、存在意義でもあるといえます。そして、“AND”の精神で「食と健康の課題解決」に取り組み、豊かな社

会と明るい未来に貢献してまいります。 

 

 ASV 経営は、事業を通じて社会価値と経済価値の共創（“AND”）を目指す経営です。2020 年、味の素グ

ループは「ASV 経営の進化」を社内外にコミットするため、2030 年に目指す姿として「『食と健康の課題解

決企業』に生まれ変わる」ことを宣言しました。併せて、2030 年までの 2 つのアウトカムとして「10 億人の健

康寿命の延伸」と「環境負荷の 50％削減」を掲げています。 

 
 その実現に向けて、「おいしさ」「食へのアクセス（入手を可能にする）」「地域の食生活」に妥協しない「妥

協なき栄養」の姿勢を大事にしています。価値を生み出す核となるのは「アミノ酸のはたらき」です。人のか

らだの約 2 割、水を除くと約 5 割がたんぱく質でできています。そのたんぱく質を構成しているアミノ酸の

研究を、味の素グループは創業以来 100 年以上にわたって重ねてきました。アミノ酸には、食べ物をおい

しくする呈味機能、成長・発育を促す栄養機能、体調を整える生理機能等、4 つの機能があることがわかっ

ています。このアミノ酸の機能と先端バイオ・ファイン技術を活用して「おいしい減塩」と「たんぱく質摂取促

進」に重点的に取り組んでおり、おいしく栄養バランスの良い食事を支援しています。過剰な塩分摂取や

たんぱく質等の必須栄養素不足は、栄養に関する世界的な課題です。これらの課題を、うま味をベースと

する調味料の世界トップ企業である味の素グループが解決していくことは、アミノ酸関連技術を持つ私たち

の強みを活かした社会貢献であると同時に（“AND”）、本業を活かしたオーガニック成長を軌道に乗せる

原動力だとも考えています。 

また、環境面においては、地域・地球との共生を目指して「気候変動への対応」「資源循環型社会の実現」

「サステナブル調達(*1)の実現」に重点的に取り組み、それぞれ目標と施策を定めて推進しています。 

 これらを達成するには、味の素グループだけでなく多様なステークホルダーと協業（“AND”）することが不

可欠です。こうした考えのもと味の素グループは、①「食事（栄養）」「からだの健康」「こころの健康」の関係

の明確化、②生活習慣病等に至る人びとの様々な食と生活習慣の類型化、③課題解決活動のエコシステ

ム（*2）の確立、に力を注いでいます。 

*1 サステナブル調達：環境や社会の持続性に配慮した原料・燃料の調達 

*2 エコシステム：商品開発や事業活動で複数の企業・団体と連携すること 
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（イ）  2030 年の目指す姿 

(1) 2030 年のアウトカム実現への道筋 

 味の素グループは、経営資源を重点事業へ集中し、アミノ酸のはたらきと新しい価値を創り出す力を掛け

合わせ、「食と健康の課題解決」という志への共感を広げることで、イノベーションを促進するとともに多様な

パートナーと価値を共創し、「地球環境の負荷削減・再生」「健康でより豊かな暮らしへの貢献」に取り組み

ます。そして、お客様価値を向上し、2030 年までに「10 億人の健康寿命の延伸」「環境負荷 50％削減」の

アウトカムを両立して実現することを目指します。 

 

（2）マテリアリティ特定プロセス 

 味の素グループでは、マクロ環境の変化を踏まえ、ASV を通じた短中長期の価値創造能力に実質的な影

響を及ぼすマテリアリティを特定しています。マテリアリティから機会・リスクを抽出し、重要度・優先度を明

確にして、事業活動を展開しています。 
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2015 年度 マテリアリティ項目の抽出・整理 

2016 年度 有識者に対する SDGs アンケート調査 

（2015 年に発表された SDGs を踏まえて当社グループの課題やアプローチを見直すことを目的に実施） 

2017 年度 SDGs とマテリアリティとの関連性の分析／多様なステークホルダーとの対話 

2018-2019 年度 マテリアリティの見直し（マテリアリティを 26 項目から 11 項目に整理） 

・社外有識者へのヒアリング ・取締役会でも妥協性評価 

2020 年度 マテリアリティの年次見直し（マテリアリティ項目名と並び、及び内容の一部追加修正） ・取締役会で妥

協性評価 

2021 年度 マテリアリティの年次見直し（関連する機会とリスク、主要な取り組みの一部追加修正） ・取締役会で妥

協性評価 

今後の予定 ・取締役会の諮問に基づき、サステナビリティ諮問会議において長期視点に立ったマテリアリティの特定

について検討する。 

・サステナビリティ諮問会議の答申を受け、取締役会において 2022 年度中に新たなマテリアリティ項目

を決定する。 

≪マテリアリティ項目≫ 

 

 

（3）アウトカムの実現に向けた取り組み 

 味の素グループの事業は、安定した食資源に基づく健全なフードシステムと、それを支える豊かな地球環

境の上に成り立っています。「環境負荷の 50%削減」と「10 億人の健康寿命を延伸」の両立実現に向け、中

長期的な目標と KPI を設定し、強みを活かしながら、様々な取り組みを着実に進めています。 
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≪環境負荷 50%削減へのアプローチ≫ 

 地球環境が限界を迎えつつある現在、その再生に向けた対策は味の素グループの事業にとって喫緊の

課題です。気候変動対応、食資源の持続可能性の確保、生物多様性の保全といった「環境負荷削減」に

よって初めて「健康寿命の延伸」に向けた取り組みを持続的に実現できると考えています。 

 2020-2025 中期経営計画では、下表の目標を設定し、特に気候変動対応、プラスチック廃棄物削減、フー

ドロス低減に重点的に取り組んでいます。これらはいずれも自社の活動だけでなくライフサイクル全体での

目標を設定しており、外部との連携を強化することでの達成を目指しています。 

 

 

 

≪栄養へのアプローチ≫ 

 過剰な塩分摂取がもたらす高血圧や心疾患のリスク、高齢者の栄養不足による虚弱化等、食とライフスタイ

ルに起因する健康課題が世界中で増大しています。こうした課題の解決には、日常的な食生活における

栄養バランスの改善が重要です。味の素グループは、毎日の食生活に密接に関わる食品企業として、次

の 3 つを妥協しない「Nutrition Without Compromise（妥協なき栄養）」を基本姿勢とした取り組みを推進し

ています。1 つ目は「おいしさ」です。創業の礎であるアミノ酸のはたらきを活かし、減塩等の健康価値だけ

でなくおいしさも追求します。2 つ目は「食へのアクセス（あらゆる人に栄養を届ける）」です。世界には入手

可能な食品が限られている人々がいますが、製品、原料、流通、利便性等に対する取り組みを通じて、全
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ての人が健康的で栄養価の高い食事を摂ることができるよう努めます。最後に「地域や個人の食生活」で

す。事業を展開する各ローカル市場の慣習や食の嗜好、資源、原料、ステークホルダーを尊重し、われわ

れのオペレーションモデルをそれらに適応させています。さらに社会課題や生活者の食への価値観の多

様化、すなわち個々人に適した対応も重視していきます。おいしく、便利で簡単に入手でき、地域の食習

慣や嗜好を尊重した栄養価値の高い食品があるからこそ、生活者は栄養バランスの良い食事を長期にわ

たって継続できると、味の素グループは考えています。 

 「2030 年までに 10 億人の健康寿命を延伸」の実現に向け、栄養改善での道筋とその KPI を示すコミットメ

ントを 2021 年に策定しました。今後、コミットメントの進捗を確認しながら、さらに栄養改善に関する活動を

推進していきます。 
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（4）定量 KPI 

 

   

 

（ウ）  ESG・サステナビリティに関する体制 

 ESG・サステナビリティのマネジメントにあたっては、「味の素グループポリシー」や関連社内規程に基づき、

ISO 9001、ISO 14001 等を骨格とするマネジメントシステムを構築し、そのプロセスの適正化を確保しなが

ら運用を継続してきました。 
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 2021 年 4 月には、常にサステナビリティの観点で企業価値向上を追求するための重要方針を定める体制

を強化すべく、取締役会の下部機構として「サステナビリティ諮問会議」、経営会議の下部機構として「サス

テナビリティ委員会」を設置しました。サステナビリティ諮問会議の答申を受け取締役会より示された長期戦

略の方向性に基づき、サステナビリティ委員会は業務執行の責任主体としてマテリアリティと全社経営レベ

ルでのリスク及び機会の特定、事業戦略への反映を行います。栄養、環境（気候変動、資源循環型社会

構築等）、社会（サプライチェーンにおける人権等）をテーマとする方針及び戦略の策定、事業計画へのサ

ステナビリティ視点織り込みのための提言及びその実現に向けた施策のフォロー、ESG に関する社内情報

の取りまとめは、サステナビリティ委員会及びサステナビリティ推進部で行い、経営会議及び取締役会に報

告します。 

 

 

3) サステナビリティファイナンス取り組みの意義 

 経営環境の変化と社会的課題 

 当社を取り巻く経営環境は、以下のように変化をしているものと認識しており、当該変化は SDGs 等に示さ

れた社会的課題にも関係しているものであると認識しています。 

≪味の素グループを取り巻く環境認識≫ 

1. 世界人口の増加（食料・水・エネルギーの需要拡大） 

2. グローバルな高齢化（健康寿命の延伸ニーズの高まり、ヘルスケア領域の需要拡大） 

3. 気候変動（脱炭素化の加速、自然災害による物理的被害、原材料調達の不安定化、サプライチェー

ンの分断） 

4. パンデミックを契機とした新常態への移行（生活者の行動様式の変化［デリバリー増等、外出控え、巣

ごもり］、衛生意識・健康管理意識の向上、物資の安定供給への意識の高まり［傾向ほか］、社会分断

［貧富二極化、貧困層・失業者の増加等］、孤食の深刻化、グリーン・リカバリーの推進） 

5. デジタルの活用加速（新たなビジネス機会・競合の出現、情報・製品・サービスの提供方法の変化

［EC 等］、消費者との直接コミュニケーション機会の増加、Z 世代の影響力の増加） 

 「食と健康の課題解決」という目的のために、あらゆる経営資源を集中することがグループの経営方針であ

り、上記の環境変化・社会課題の解決こそが企業価値の向上に資するものと認識しています 

 「人財と組織のマネジメント変革」「健康を軸とした生活者への提供価値向上」「効率性高く成長できる収益

構造」という中期経営計画の基本方針を、デジタル・トランスフォーメーションによる業務改革でバックアップ
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し、戦略遂行のスピード不足も解消していきます。結果として、コーポレートブランド価値、従業員エンゲー

ジメント、時価総額のバランスのとれた企業価値向上を図ります。この基本方針により、「2030 年の目指す

姿」を実現し、「2 つのアウトカム」を創出することが、持続可能な社会作りへ直接貢献するものと当社は考

えております。 

 今般、特定したマテリアリティに係る投資（対象プロジェクト）を資金使途とするサステナビリティファイナンス

を実施することとしました。当社が従前より行っているこれらの取り組みに対する資金調達の枠組みを、国

際資本市場協会（ICMA: International Capital Market Association）のグリーンボンド原則 2021、ソーシャ

ルボンド原則 2021、サステナビリティボンド・ガイドライン 2021 の枠組みに則るものとして整理し、サステナ

ビリティファイナンス・フレームワークを策定しました。当該フレームワークはサステナビリティファイナンスに

取り組む意義に合致するとともに、ポジティブ・インパクトを社会にもたらすものと考えております。 

2.1 調達資金の使途 USE OF PROCEEDS 

1) 社会的課題に対する対象・適格プロジェクトとその概要について

 当社は、「食と健康」のプロフェッショナルとして、常に一歩先を行く価値を作り続けることを目指し、事業活動を通

じ、当社ならではの価値を創造し、社会課題の解決に取り組みます。そして持続可能な社会の実現に向けて、下記

（表1）活動に必要な資金についてサステナビリティファイナンス（含むサステナビリティボンド）を積極的に活用して

いきます。 

■表 1：対象・適格プロジェクト一覧

マテリアリ

ティ

適格プロジェクト 適格カテゴリー プロジェクト概要 

食 と 健 康

の 課 題 解

決 へ の 貢

献 

ニュアルトラ社（アイ

ルランド）の株式取得

（ソーシャル適

格） 

・必要不可欠な

サービスへのア

クセス（健康）

・食の安全

 高エネルギー・高たんぱく医療食品の一種である
オーラルニュートリションサプリメント製品（以下 ONS
製）品を開発し、英国とアイルランドで販売している
ニュアルトラ社（アイルランド）の株式取得資金

 食品・アミノサイエンス事業で培った「おいしさ設計
技術」やアプリケーション技術、アミノ酸の生理機能
に関する知見を、ニュアルトラ社の ONS 製品に適
用することで、ONS 製品の課題（味、バラエティ等）
を解決し、ユーザーの QOL 向上に貢献

 当社のネットワークを活用し、ONS 製品を世界的に
普及

気候変動

への適応

とその緩

和 

タイ味の素社カンペ

ンペット工場における

バイオマスコジェネレ

ーション設備導入 

（グリーン適格） 

・再生可能エネ

ルギー

・省エネルギー

 電気及び蒸気のエネルギーを削減する目的で、バ
イオマス燃料である籾殻を用いたコジェネレーショ
ン設備を導入

 特に経済成長が著しく、今後も事業成長が見込
まれる東南アジアでのＣＯ２排出量の増加抑制
は、当社グループにとって重要な課題との認識。
タイ国内の精米所で発生する大量のもみ殻を有
効活用し、環境負荷を低減させる
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気候変動

への適応

とその緩

和 

つばめ BHB 社への

出資（アンモニアオン

サイト生産技術研究

開発） 

（グリーン適格） 

・再生可能エネ

ルギー

・省エネルギー

 当社及びユニバーサル マテリアルズ インキュベ
ーター株式会社、東京工業大学の細野秀雄教授ら
と共に、世界で初めてとなるオンサイトでアンモニア
を自製化する技術の実用化を目指す新会社であ
る、つばめ BHB 社を設立

 2017 年の設立時に約 2 億円、2019 年の増資時に
約 5 億円の合計 7 億円を出資

 アンモニアのオンサイト生産による、輸送に係る
CO2 削減を進める

■表 2 サステナビリティファイナンス対象業務と SDGs との整合性について

 これらの取り組みは国連の提唱する「持続可能な開発目標（SDGs）」、日本政府の SDGs 実施指針等にも合致

するものです。

 前述の「１．3) サステナビリティファイナンス取り組みの意義 ■経営環境の変化と社会的課題」及び各プロジェ

クトにおける具体的な取り組みに加え、当社は環境への影響も配慮しつつ、SDGs 達成に向けて貢献すべく業

務を遂行してまいります。 

SDGs 目標 施策 

3.4： 2030 年までに、非感染性疾患による若

年死亡率を、予防や治療を通じて３分の１減少

させ、精神保健及び福祉を促進する 

 ニュアルトラ社（アイルランド）の

株式取得を通じて、ONS製品の

更なる開発や、当社の技術を応

用した、ONS製品の課題（味、バ

ラエティ等）を解決し、ユーザー

のQOL向上に貢献する 

7.2：2030年までに、世界のエネルギーミックス

における再生可能エネルギーの割合を大幅に

拡大させる 

7.3：2030年までに、世界全体のエネルギー効

率の改善率を倍増させる 

7.a：2030年までに、再生可能エネルギー、エ

ネルギー効率及び先進的かつ環境負荷の低

い化石燃料技術などのクリーンエネルギーの

研究及び技術へのアクセスを促進するための

国際協力を強化し、エネルギー関連インフラと

クリーンエネルギー技術への投資を促進する

 バイオマス燃料活用のための設

備設置（バイオマス発電設備）

 アンモニアオンサイト生産技術研

究開発への投資

13.1：全ての国々において、気候関連災害や

自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び

適応の能力を強化する 

 バイオマス燃料活用のための設

備設置（バイオマス発電設備）

 アンモニアオンサイト生産技術研

究開発への投資
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17.7：開発途上国に対し、譲許的・特恵的条件

などの相互に合意した有利な条件の下で、環

境に配慮した技術の開発、移転、普及及び拡

散を促進する 

17.16：全ての国々、特に開発途上国での持続

可能な開発目標の達成を支援すべく、知識、

専門的知見、技術及び資金源を動員、共有す

るマルチステークホルダー・パートナーシップ

によって補完しつつ、持続可能な開発のため

のグローバル・パートナーシップを強化する 

17.17：さまざまなパートナーシップの経験や資

源戦略を基にした、効果的な公的、官民、市

民社会のパートナーシップを奨励・推進する 

 ニュアルトラ社（アイルランド）の

株式取得を通じて、ONS製品の

更なる開発や、当社の技術を応

用した、ONS製品の課題（味、バ

ラエティ等）を解決し、ユーザー

のQOL向上に貢献する 

 バイオマス燃料活用のための設

備設置（バイオマス発電設備）

 アンモニアオンサイト生産技術研

究開発への投資

2.2 プロジェクトの評価及び選定プロセス PROCESS FOR PROJECT SELECTION AND 

EVALUATION 

1) 適格プロジェクトの選定基準及びプロセス

調達資金の使途となるプロジェクトは、グローバル財務部が各責任部門と適格性について協議の上、評価・選

定を実施します。適格性基準に沿っているか検討されたプロジェクトについて、財務担当の執行役が味の素グ

ループの理念及びグループビジョンとの整合性を踏まえ、統合的に分析・検討をした上で最終決定を行い、選

定結果は当社の経営会議で報告しました。 

2) 「適格プロジェクトの選定基準及びプロセス」の開示方法

プロジェクトの選定基準及びプロセスに関しては、訂正発行登録書及びファーストオピニオン、第三者評価レポ 

ート（セカンドオピニオン）にて開示してまいります。 

2.3 調達資金の管理 MANAGEMENT OF PROCEEDS 

1) 未充当資金の管理方法

調達資金の充当が決定されるまでの間は、調達資金は現金または現金同等物にて管理します。

2) 調達資金と資産の紐つけ方法

調達資金はあらかじめ選定された個別のプロジェクトに紐つけられます。
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3) 調達資金の追跡管理の方法

本サステナビリティファイナンスの調達資金の管理はグローバル財務部が行います。同部にて対象プロジェクト

にかかる支出を管理し、資金の充当額及び未充当額を追跡します。 

また、本サステナビリティファイナンスの調達資金は、「2.１ 1) 社会的課題に対する対象・適格プロジェクトとそ

の概要について」に記載のプロジェクトに対し、実行後概ね 2 年程度を目途に充当する予定です。 

4) 追跡管理に関する内部統制

資金充当状況については、年次で財務担当の執行役及びサステナビリティ担当の執行役による確認を行い、

当社ウェブサイトにて開示します。 

2.4 レポーティング REPORTING 

サステナビリティファイナンス実行から償還までの期間、調達資金の充当状況及び環境改善・社会貢献効果とし

て当社が定めた内容について、当社ウェブサイト上にて、年次で開示することを予定しています。 

当社は、当社事業に係る計画・実績について、事業計画や決算情報等を作成し、当社ウェブサイトにて公開して

います。 

1） 資金充当状況に関するレポーティング

資金充当状況に関しては、調達資金が全額充当されるまで年 1 回、充当状況をウェブサイト上に開示します。

資金充当完了後も、資金使途の対象となるプロジェクトに当初の想定と異なる事象が発生した場合、当該事象

及び未充当資金の発生状況に関し、当社ウェブサイトで速やかに開示を行います。

2） インパクト・レポーティング

調達資金の全額が対象プロジェクトに充当されるまでの期間において、対象プロジェクトのインパクト・レポーテ

ィングとして、守秘義務の範囲内において以下のアウトプット指標・アウトカム指標等を、当社ウェブサイトにて年

に 1 回開示します。

インパクト・レポーティングにおける KPI

環境改善・社会貢献効果として表 3 のインパクト・レポーティングを予定しています。
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■表 3：インパクト・レポーティング一覧 

対象プロジェクト インパクト・レポーティング 

アウトプット 

（プロジェクトの進捗・結果） 

アウトカム 

（課題解決に伴う効果） 

インパクト 

（アウトカムから発現する効果） 

ニュアルトラ社（ア

イルランド）の株式

取得 

・味の素グループとのシナ

ジー （市場拡大、販路、開

発を進めているオーラルニ

ュートリションサプリメント

（ONS）製品の数、等） 

・発売された ONS 製品の

数 

・高齢者の健康をサポート及び

QOL の向上 

・ONS 製品の味の向上、バラ

エティーの拡充 

タイ味の素社カン
ペンペット工場に
おけるにおけるバ
イオマスコジェネレ
ーション設備導入 

・バイオマスボイラー・コジ

ェネレーションの導入 

・購入電力（非再エネ）、燃

料オイル削減を通じた温室

効果ガス削減率 

（TCFD に対応した情報開

示）（計画：▲46%）  

・気候変動緩和に資する温室

効果ガス排出量抑制  

【FY25: 30%削減（対 FY18）】 

【FY30: 50%削減（対 FY18）】 

（スコープ 1、2 総量） 

つばめ BHB 社へ
の出資（アンモニ
アオンサイト生産
技術研究開発） 

・オンサイトアンモニア生産

の実用化（1.味の素グルー

プでの実証機の導入、2.他

社での実証機導入、3.グリ

ーンアンモニア生産の実

現） 

・温室効果ガス削減率 

（TCFD に対応した情報開

示） 

・気候変動緩和に資する温室

効果ガス排出量抑制  

【FY25: 30%削減（対 FY18）】 

【FY30: 50%削減（対 FY18）】 

（スコープ 1、2 総量） 

 

3） 当社業務全般に係るレポーティング  

味の素グループ 統合報告書 2021 

https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/library/annual.html 

サステナビリティデータブック 2020/2021 及び添付資料（環境データ） 

https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/library/databook.html 

*サステナビリティデータブック 2021 は 2021 年 9 月末公開予定 

 

4) 財務状況に係るレポーティング 

有価証券報告書、決算情報を当社ウェブサイトにて開示します。 

有価証券報告書・決算情報 

https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/event/presentation.html 

 

5） 事業状況に係るレポーティング 

  対象プロジェクトに係る、アウトプット指標、アウトカム指標、インパクト指標等を定量・定性や当社全体・個別プロ

ジェクト毎等問わず開示可能な範囲で継続して報告を実施します。2021 年度以降は、これまでの進捗を踏まえ

た中での新たな経営課題や社会のニーズに挑み、味の素グループビジョンの実現に向けて取り組んで参ります。 
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